




Human Trafficking and the Law in Contemporary China
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Human trafficking in China has increased since 1970s and is still expanding. Abducting 
and trafficking in women and children is punished by the criminal Code（Art.140 and 241）
and the 1991 decision of Standing Committee of the National People’ Congress. With 
differences of the definition the Security Management Law is the main to punish the both 
sides of sex service. Although the forced labor has been criminalized  since 1997 the 
practice of controlling forced labor has faced many difficulties and needs the international 
research and cooperation.
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2161 人、この中で、5 年以上の懲役、無期懲役、死刑を科されたものは 1319 人であった。
2009 年に判決があった婦女児童誘拐事件は 1636 件、判決の効力が生じたものは 2413 人、その
中で、5年以上の懲役、無期懲役、死刑を科されたものは 1475 人であった 11）。2010 年の一年
間に、全国で誘拐売買された婦女児童の人数は 1.9 万人にのぼり、婦女児童誘拐売買で判決を







年の立法からも見ることができる。人身売買犯罪について、現行刑法の 140 条と 241 条は、そ
れぞれ婦女児童誘拐売買の罪名と誘拐された婦女、児童を買う罪名を定めている。立法上の変
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化から見れば、1979 年に実施された旧刑法は第 142 条において「人身誘拐売買罪」を規定して





















他の男に売った。李邦祥はこの取引から得た 1800 元から 1700 元を劉景勝に払い、残る 100 元
を自分のものにした。
この事件の裁判において、広西省玉林市中級裁判所の第一審は、李邦祥が婦女誘拐売買罪を



























権の終身剥奪、個人財産の全没収を科し、また略奪罪で懲役 12 年、公民権の剥奪 3年、罰金
5000 元を科し、合わせて、死刑執行、公民権の終身剥奪及び個人財産全没収の判決を言い渡し
た。最高裁判所の認定を経て、邵長勝は 2011 年 2 月 23 日に処刑された。
肖遠德と肖遠富の児童誘拐売買事件では、二人が両親たちの注意を外に引いて、子供を盗み、




茂生は 26000 元で黄を広東省連平県に売った。肖遠德と肖遠富は共同で子供 3人を誘拐した。
結局、肖遠德は無期懲役、公民権の終身剥奪、個人財産の全没収を言い渡され、肖遠富は懲役
13 年及び罰金 3万元を言い渡され、厳茂生は懲役 6年及び罰金 1万元を言い渡された。
以上の二件と違い、蔡順光の事件では、蔡順光被告人が誘拐された女性を買った行為に対す

























日以上 15 日以下の拘留と 5千元以下の罰金に処することが出来、情状が軽微な場合は 5日以
下の拘留または 5百元以下の罰金に処し、公共の場所で客引きをする場合は、5日以下の拘留
または 5百元以下の罰金に処すると定められている。また、同法第 67 条によれば、他人を誘導、




























2010 年 6 月 22 日に、中国の警察署が全国において売春や買春の取締り運動を繰り広げ、各
地方の警察署もすぐこれに応じた。しかし、一部の地方警察署は取り締まりの方法に注意を払































































におけるこの分野の主な立法は、1993 年の『対外労務協力暫定措置』と 2004 年の『対外労務
協力経営資格の管理措置』しか出されていない。これらの規則は派遣会社の経営管理に焦点を
合わせているが、海外労働者の権利保護を軽視し、回避している。海外派遣の規制を強化する











関係データによると、日本の約 10 万人の研修生の中に中国人は 80％を占め、1名の研修生は




























しかしながら、李さん達三人が国に帰った一週間後の 2007 年 6 月に各人はそれぞれ裁判所か
ら召喚状を受け取ったのである。それは仲介の靖江会社が三人に対して、契約に基づいて 20
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